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事務事業評価票
担 当 課 産業観光 産業立地戦略室 事務事業№ 17122

事 務 事 業 名 工業振興・企業誘致事業 会計 一般会計

まちづくりのテーマ 第２_活力あふれる産業と地域の魅力を活かしたにぎわいのあるまち 7 1 2

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

施 策 目 標 商工業の振興による地域経済の活性化

施 策 項 目 　企業誘致の推進

前期計画登載頁 50 個別計画 大町市企業誘致戦略

起　　債

一般財源

その他財源

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

安定した働く場の確保と地域特性を活かした企業誘致の推進

既存企業の育成：市内製造業景況調査などの実施
企業誘致の推進：拠点整備に関する企業情報を収集し、その情報に基づくトップセールスの実施
　　　　　　　　産業立地推進員を大阪に駐在し、30件／月を目途に企業訪問を実施

事
業
費

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

総事業費（決算額） 6,561,560

6,561,560

達成率 次年度（H３０）

目標値活
動
指
標

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 前年度（H２９）

指標名 実績値 実績値 実績値

103.2% 30

単位

市内製造業景況調査 回 2 2 2 2 100.0%

企業相談業務 件 515 532 392 380

目標値 （％）

2

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 前年度（H２９）

誘致企業件数 件 0 1

２．数値で表せない効果

（指標　　）

達成率 次年度（H３０）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

改善の方法等（上記の課題をふまえて30年度以降に実施する具体的な改善の内容）

都市計画区域内の用途地域などについて、全市的な展望や構想を検討しなければならない。

18
点数 3 3 2 2 2 3

評価 高い 高い 普通 一部重複 普通 継続
15

適正である

評
価

項目
必要性 有効性

【具体的な課題と改善】

事業に対する課題について（目的に対する現状など）

企業の設備投資が急激に進む中、当市への相談件数も増加している状況にあるが、工場用地の確保に苦慮している。

評価点合計

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

【事業の評価と今後の方向性】

効率性 今
後
の
方
向
性

方向性

4,728,565

4,728,565

5,522,849

5,522,849

1 1 100.0% 1
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事務事業評価票
担 当 課 産業観光 産業立地戦略室 事務事業№ 17123

事 務 事 業 名 工場等誘致振興助成事業 会計 一般会計

まちづくりのテーマ 第２_活力あふれる産業と地域の魅力を活かしたにぎわいのあるまち 7 1 2

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

施 策 目 標 商工業の振興による地域経済の活性化

施 策 項 目 　企業誘致の推進

前期計画登載頁 50 個別計画 大町市企業誘致戦略

安定した働く場の確保と地域特性を活かした企業誘致の推進

大町市工場等誘致振興条例の規定に基づき、雇用を伴う新設、移設及び増設の用地取得、設備投資及び固定資産税
相当額に対する助成を実施

事
業
費

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

総事業費（決算額） 54,553,800 11,953,600

起　　債

その他財源

59,982,900

国庫支出金

県支出金

一般財源 54,553,800 11,953,600 59,982,900

活
動
指
標

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 前年度（H２９）

財
源
内
訳

達成率 次年度（H３０）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

100.0% 2工場等誘致振興審議会開催 回 1 1 2 2

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 前年度（H２９） 達成率 次年度（H３０）

（％） 目標値

新規雇用者数 人 15 0 18 3 600.0% 3

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値

200.0% 1新設（移設・増設）企業数 社 1 0 2 1

２．数値で表せない効果

（指標　　）

【事業の評価と今後の方向性】

評
価

項目
必要性 有効性 効率性 今

後
の
方
向
性

方向性 評価点合計

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

継続
17

適正である

【具体的な課題と改善】

事業に対する課題について（目的に対する現状など）

現行制度では1回の助成金限度額を定めてあるが、１社に対する限度額を設定していない。
雇用を伴えば永久的に助成制度が受けれることとなる。

改善の方法等（上記の課題をふまえて30年度以降に実施する具体的な改善の内容）

大町市工場等誘致振興条例を見直し、長野県同様に１社に対する助成限度額を定める条例改正の検討を行う。

18
点数 3 3 3 3 2 3

評価 高い 高い 高い 重複なし 普通
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事務事業評価票
担 当 課 産業観光 産業立地戦略室 事務事業№ 17125

事 務 事 業 名 繰越明許費工場等誘致振興助成事業 会計 一般会計

まちづくりのテーマ 第２_活力あふれる産業と地域の魅力を活かしたにぎわいのあるまち 7 1 2

事 業 期 間 平成 平成 根拠法令・要綱等

施 策 目 標 商工業の振興による地域経済の活性化

施 策 項 目 　企業誘致の推進

前期計画登載頁 50 個別計画 大町市企業誘致戦略

安定した働く場の確保と地域特性を活かした企業誘致の推進

大町市工場等誘致振興条例の規定に基づき、雇用を伴う新設、移設及び増設の用地取得、設備投資及び固定資産税
相当額に対する助成を実施

事
業
費

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

総事業費（決算額） 0 0

起　　債

その他財源

29,571,000

国庫支出金

県支出金

一般財源 0 0 29,571,000

活
動
指
標

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 前年度（H２９）

財
源
内
訳

達成率 次年度（H３０）

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値 （％） 目標値

100.0% 2工場等誘致振興審議会開催 回 1 1 2 2

成
果
指
標

１．数値で表せる指標 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 前年度（H２９） 達成率 次年度（H３０）

（％） 目標値

新規雇用者数 人 15 0 18 3 600.0% 3

指標名 単位 実績値 実績値 実績値 目標値

200.0% 1新設（移設・増設）企業数 社 1 0 2 1

２．数値で表せない効果

（指標　　）

【事業の評価と今後の方向性】

評
価

項目
必要性 有効性 効率性 今

後
の
方
向
性

方向性 評価点合計

事業の必要性 市民ニーズ 上位施策への貢献度 他事業との重複 事業の効率性 実施主体の適正化

事業完了終了
17

適正である

【具体的な課題と改善】

事業に対する課題について（目的に対する現状など）

現行制度では1回の助成金限度額を定めてあるが、１社に対する限度額を設定していない。
雇用を伴えば永久的に助成制度が受けれることとなる。

改善の方法等（上記の課題をふまえて30年度以降に実施する具体的な改善の内容）

大町市工場等誘致振興条例を見直し、長野県同様に１社に対する助成限度額を定める条例改正の検討を行う。

18
点数 3 3 3 3 2 3

評価 高い 高い 高い 重複なし 普通


